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１．人口減少社会の到来
　５年ごとに行われている国勢調査によると、

2015年10月の日本の人口（総人口）は、約１億

2,709万人で、前回調査の2010年と比較し約96

万人の減少、割合としては0.8％の低下となり、

1920年の調査開始以来、初めて総人口が減少し

た。出生率の低さを考えると、いよいよ人口減少

社会に突入したと考えてよいであろう。2018年

10月の人口推計統計でも、８年連続の人口減少

となっている。人口減少の経済への影響について

悲観的な側面に目が行きがちではあるが、今回は

あえて楽観的な側面から考察してみたい。

２．歴史にみる人口減少社会と生産性の向上の重
要性

　ここで、歴史を振り返り、人口が減少した国と

その時の経済状況を確認してみよう。先に本章の

結論を簡単に示しておくと、歴史が示唆すること

は、人口減少は、需要の低下と供給の減少をもた

らすものの、生産性の改善によって人口減少のマ

イナスを取り返す可能性も秘めているということ

である。

　まず、14世紀の欧州でのペスト大流行による

人口減少を振り返る。ペスト発生前の欧州は、交

易の活性化や農業生産の拡大を背景に人口は拡大

傾向にあり、14世紀になると肥沃な土地はほと

んど利用され、過剰労働、土地不足の状況にあっ

た。こうした中で、1348年にペストが大流行し、

人口減少が続いた。人口減少の結果、相対的に土

地余り状態に変化した。土地が過剰になったこと

で、労働価値に対する地代の相対的な下落が生じ、

実質賃金は上昇している。更に、封建制度が比較

的弱かった現在のイタリアでは、農民はより生産

性の高い土地へと移動して、一人当たりの農業生

産高が上昇し、生活水準の向上をもたらしたとい

う。人口減少期にあったイタリアで14世紀から

ルネサンス文明が開化した一因は、生産性改善に

よる生活水準の向上があった可能性も指摘でき

る。これに対して、同時期のドイツでは、封建領

主の権力が強かったために農民の自由な移動はな

く、生産性の高い土地の集中的な利用も行われな

かったことで経済が停滞したという。いかに経営

資源を生産性の高いところに投入するかが重要で

あるかを示すエピソードである。

　日本でも、享保・宝暦・天明の飢饉が発生した

1730年～ 1800年の間に、東日本を中心に人口が

減少した。人口が減少したのは東北・関東・近畿

であり、東海は横ばい、その他の地域は増加した。

18世紀は、３大飢饉に代表されるような災害に

しばしば襲われたのだが、災害による人口減少の
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影響が大きかったのが東北である。他方、関東・

近畿の人口減少は、初期の都市化、すなわち、都

市インフラが未成熟な段階で人口集積が起こり、

疫病の蔓延などにより死亡率が上昇し、都市部の

人口が減少した。また、都市部では男女比が崩れ

て晩婚化が進み、出生率が低下したことも人口抑

制的に働いたと考えられる。しかし、このような

人口減少化においても、農業生産高は増加を続け

ることができた。その理由が生産性の向上である。

肥料や農具の発達、品種改良など農業技術の革新、

農業経営の効率改善によって、全要素生産性が向

上したためだと考えられる（注１）。

　19世紀後半のアイルランドでも飢饉（1845年

～ 49年のジャガイモ飢饉）と海外移民によって

人口減少が確認されている。19世紀半ば以降の

約60年間、人口減少は続いたが、その間の経済

成長率はプラスであったとみられる。その要因と

しては、労働の希少化が実質賃金を上昇させたこ

と、土地改革法により自作農が創設されると共に

農地規模が拡大したこと、労働集約的な穀物生産

から土地集約的な畜産へと産業構造が転換し全要

素 生 産 性 が 向 上 し た こ と な ど が 挙 げ ら れ 

る（注２）。

　第二次世界大戦後に継続的に人口が減少した国

はほとんどないが、その中で例外的に継続的な人

口減少を経験している事例として、1980年以降

のハンガリーの事例を挙げられる。総人口がピー

ク（約1,071万人）に達した80年以降は出生率の

低下と死亡率の上昇によって継続的に人口が減少

している。また、2004年のEU加盟後は若者の海

外への流出もあり、現在まで37年間連続して人

口減少は続き17年の人口は980万人程度となって

いる。しかし、実質GDP成長率は、85年、88年、

90 ～ 93年（体制転換ショック）、09年（リーマ

ンショック）、12年（欧州通貨危機）を除くと、

プラス成長を維持している。人口が減少する中で、

一人当たりだけでなく、社会全体・経済全体でも

成長を果たしている実例として考察に値する。こ

の要因を考えると、80年代は全要素生産性の水

準自体が低くキャッチアップ余地が大きかったこ

と、90年代半ば以降は本格的な体制転換と市場

経済化によって全要素生産性が継続的に上昇した

こと、04年以降はEU加盟によって海外からの投

資を受け入れて更に生産性が改善したことが、人

口減少下での高成長を享受できた一因と考えられ

る。

　第二次世界大戦後の事例として、総人口の減少

ではないが、労働人口が減少して生産性が改善し

た実例も紹介したい。1990年から98年にかけて、

イタリア、スウェーデン、デンマーク、ポルトガ

ル、イギリス、ドイツ、フィンランドの７カ国で

は平均して労働人口増加率は△0.37％であった

が、労働生産性は2.00％上昇している。最も労

働力人口減少率が高かった上位２カ国のスウェー

デン（労働減少率△0.91％）、イタリア（労働減

少率△0.87％）でも、労働生産性はそれぞれ

1.88％、1.93％改善している（注３）。少ない経営

資源を有効に使おうという動きがあったのであろ

う。

　以上、人口減少と経済状況について歴史から学

ぶことがあるとしたら、次の２点に総括できよう。

１点目は供給面から見た経済成長で、社会全体の

（注１）　経済企画庁［2000］37-38ページ
（注２）　経済企画庁［2000］38-39ページ
（注３）　財務総合政策研究所［2000］
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生産性を改善させることが重要であるということ

だ。生産性を改善させるためには、企業が、何ら

かの施策によって生産性を改善させていくという

可能性が考えられる。また、人口減少によって、

相対的に生産性の高い仕事でも労働力不足に陥る

可能性があるので、相対的に生産性の低い仕事か

ら高い仕事へと人の移動が生じると社会全体の生

産性が改善するという可能性も考えられよう。２

点目は需要面から見た経済成長で、相対的に労働

力が不足するので実質賃金を上昇させ、需要増に

つなげる必要があるということだ。こうした総括

を受けて、第３章以下では、企業の動きと、人の

動きの二つの観点から生産性改善と実質賃金につ

いて考えてみたい。

３．企業の動き：生産性改善のための投資（リス
クテイク）と価格設定

⑴　生産性改善のための投資
　幸いなことに、現在の社会は、第４次産業革命

の真っただ中にいるという見方ができる。製品や

サービスの寿命は短期化しており、やり方次第で

次の逆転を狙いやすい環境にある。第４次産業革

命下、ロボット、AI（人工知能）、ナノテクノロ

ジー、ブロックチェーン、量子コンピューター、

クラウドサービス、DNA解析、IoT、３Dプリン

ター、自動運転車などの多岐にわたる分野におい

て、新しい技術革新が起こっている。例えば、ス

マートフォンが誕生したのはわずか20年前であ

る。初代iPhoneの発売は2007年だが、当時の主

流であった音楽をダウンロード販売するiTunes

サービスですら、度重なる機能追加で複雑化した

ことや音楽ストリーミングサービスに押されてい

ることなどから将来的に機能分割されることも視

野に入っているらしい。音楽のストリーミングサ

ービス（サブスクリプション型＝月額課金で、ユ

ーザーは音楽の所有はしない形での音楽提供サー

ビス）世界最大のスウェーデンのスポティファイ

がサービス開始をしたのは08年だが、18年の日

本の音楽配信全体の売上高645億円のうち、スト

リーミングサービスが54％（349億円）を占め、

ダウンロードを上回った（注４）。サービス寿命の

短期化を象徴するような事例とも捉えることがで

きる。

　今後の社会を考えると、通信スピードの高速化

やコンピューター機能の高度化など第４次産業革

命の発展・継続が予想される。そうした環境下で、

「通信×家電」「通信×移動」「農業×IT」「IT×健

康」などのような新しい製品やサービスが提供さ

れてくるであろう。このような時代の端境期にあ

ることを考えると、前章で述べたような、かつて

の欧州や日本が、農業技術の革新や経営効率化に

よって、人口減少を乗り越えて経済成長を実現さ

せた時代を思い起こさせてくれる。

　ただ、新しい技術やサービスを用いるためには、

初期的な設備投資を行い一定のリスクテイクを行

う必要がある。一つ心配なことは高齢化に伴い、

企業経営者も高齢化し、リスクテイクをしなくな

り、結果として生産性改善の技術を入手できない

ことである。中小企業の経営者の年齢別に見た成

長への意識調査によると、49歳以下の経営者の

32.2％が積極的に投資を行う必要があると感じ

ているのに対して、70歳以上の経営者になると

その比率は20.7％に減少する（注５）。企業経営者

は年齢とともにリスク回避的になる可能性があろ

（注４）　一般社団法人日本レコード協会
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う。中小企業の経営者の年齢の分布を見ると最も

多い経営者の年齢は95年に47歳だったが、18年

には69歳となっており、経営者年齢の高齢化が

進んでいることが分かる（注６）。その分だけ日本

社会全体がリスク回避的になっている可能性があ

る。

　この問題を克服するためには、後継者への経営

者の世代交代を進める、後継者が居ない企業では

ファンド資金などを活用して経営層を若手に入れ

替える、現在が第４次産業革命時であることを幅

広く認知させ積極的な投資を働き掛ける、ことな

どが施策として考えられる。

⑵　価格設定の在り方
　次に、価格設定の在り方について考えてみたい。

本節のポイントは、日本の多くの製品やサービス

の価格が、それらが生み出している価値に対して

安過ぎはしないだろうか、という問題提起である。

製造業では、商品はバリューチェーンを動くにつ

れて、原材料が加工・組立工程を経て販売され最

終製品として消費者の手元に届く。また、サービ

ス業では労働力と資本を使って顧客に最終サービ

スが提供され付加価値が創出される。図表１の創出

価値とは、製品やサービスが持っている本源的な

消費者にとっての価値と、その製品やサービスを

作るために使われたコスト（費用）の差である。

この創出価値の合計が、消費者と生産者（ここで

は企業と想定）の間で分配されなくてはならない。

消費者余剰（B－P）は消費者が享受する創出価

値の一部である。生産者は価格Pを受け取り、費

用Cを差し引いた残りの生産者の利益（P－C）を

受け取る。消費者余剰が小さすぎると消費者に受

け入れられない製品・サービスとなり企業は立ち

行かなくなるだろう。逆に消費者余剰が大きすぎ

ると、供給が需要に追い付かない事態になるだろ

う。本節で考えたいのは、日本企業の価格設定P

が、適切な消費者余剰と生産者の利益に分配され

るように設定されているかどうかである。日本企

業の多くは、コスト（原価）+アルファ（通常５

～ 10％の利益率）の価格設定をしているように

見える。もし、そうだとすると、製品やサービス

によっては、極端に大きな消費者余剰を提供して

いるのかもしれない。例えば、行列が絶えないレ

ストランや納品まで何カ月も待たなければならな

いサービスや製品は、大きな消費者余剰があるこ

とが原因の一つではないだろうか。

　海外では、行列のできる店舗では「そんなに行

列ができるのであれば少しくらい価格を上げてみ

よう」というインセンティブが働くという話も聞

く。しかし、日本で消費者余剰が多いと思われる

（注５）　中小企業庁［2016］459-460ページ
（注６）　中小企業庁［2019］76ページ

図表１　価格設定の在り方

（出所）ベサンコ・デイビットほか［2002］432ページ
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行列が絶えないレストランや製品が、それを理由

に価格を値上げすると心理的に後ろめたい感じが

する。文化的な背景からだろうが、三方よしの精

神から考えても、生産者（企業）の利益もコスト

+アルファの発想から、どれだけの創出価値を最

終消費者に生んでいるか、によって生産者の利益

を増加させてもよいのではないだろうか。また、

別の事例であるが、訪日外国人の多くが、これだ

けのサービスをしてもらってこの価格というの

は、日本は安いという話もよく聞く。これも消費

者余剰が大きい証左の一つではないだろうか。前

節の生産性の向上といった観点を加えて、各企業

はイノベーションなどを通じて創出価値を大きく

すると同時に、生産者の利益と消費者余剰が公正

に割り振られるような価格設定を徐々に行ってい

くことが望まれる。

４．人の動き
　本章では、日本で働き手がより生産性の高い分

野に移動しやすいかどうかについて考えてみた

い。

　豪州の最低賃金を調査している過程で、豪州で

は週末には最低賃金の水準が上昇するという話を

耳にした。興味深いのは、週末は働き手の賃金が

割高になるに合わせて、食事のメニュー価格も上

昇する店も多いらしい。人気のないレストランで

は、割高なメニュー価格では客が来ないという現

象が起こる。そうすると、店を開けないという選

択をする。一方で、行列ができるようなレストラ

ンでは、メニューの価格を上げて週末も営業をす

るという。働き手も、週末もオープンしている店

で働きたいということになるので、自然と生産性

の高い店に人が移動することになる。また、レス

トラン業界全体の生産性という意味でも、人気の

ないレストランが店を開けず、需要に応じた適切

な供給状態を作ることで過当競争を避け、業界全

体の生産性も維持向上されるはずである。

　日本でも、政府主導による最低賃金の上昇が実

現している。また、コンビニエンスストアのオー

ナーが、24時間営業を行っても店舗立地によっ

ては儲からないにもかかわらず、コンビニ本部か

ら24時間営業を指導されて、問題となっている。

今後、労働力不足の中で、生産性を改善させるこ

とが社会的に求められる時代の到来を予想する

と、豪州のレストランの事例や14世紀のイタリ

アで生産性の低い農地から高い農地へと農民が自

由に移動して経済成長したように、自由な人の移

動が求められよう。もちろん、14世紀のドイツ

のような封建制度が強く、現在の日本で人の自由

な移動が認められていないわけではない。ただ、

若い方々と話をしていて感じるのは、①日本人は

リスク回避的で新しい（生産性が高いかもしれな

い）ことにチャレンジしたがる意識が低い、②豪

州でのレストラン閉鎖のような生産性の高低を示

すシグナリングが少ないので、自分が生産性の高

い仕事をしているかどうか分からないという情報

格差がある（文化的な背景かもしれないが、生産

性が悪化し資本コストを下回る利益しか稼げない

状態になっても、ギリギリ赤字になるまで頑張

る）、ということである。

５．まとめ　日本に残る可能性
　日本の生産性についての調査によると、サービ

ス業では米国の半分（50.7％）、製造業でも米国

の67.4％という統計データがある（注７）。このデ

ータをポジティブに見れば、まだまだ日本には生

産性を向上させる余地があると捉えられる。加え

て、生産性を改善させる手法は、第４次産業革命
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のおかげもあり、アイデアとリスクテイク次第で

いろいろと考えられる時代になっている。少子高

齢化社会でも日本が豊かになっていくためには、

第４次産業革命という時代の追い風を活かして、

生産性改善のための投資を怠らない、ということ

ではなかろうか。

　また、生産性が悪化した（資本コストを上回ら

ない）事業からは躊躇なく撤退、または、他社と

統合して社会全体のその事業の生産性を上げるこ

とも求められよう。逆に、高い創出価値に対して

公正な価格設定を行うように考え方を変えるべき

事業もあろう。限られた労働力ということを考え

ると、生産性の高い仕事に自然と人が流れる仕組

みがあった方がよいことは間違いない。一方で生

産性の高い人材育成という視点では、現状の教育

制度や学び直しの機会（リカレント教育）も必要

かもしれない。

　更に、総需要の減少に対応するために、高まっ

た生産性から生じる創出価値の一部を賃金に反映

し実質賃金を上昇させることも重要であろう。こ

れは、過去の人口減少時代に実質的な賃金が上昇

して経済が繁栄した14世紀のイタリアの事例か

らも読み取れる。更に14世紀と異なるのは、生

産性が改善すれば、比較優位の原則によって輸出

を拡大させることで需要を確保する余地も出てく

ることも付け加えることができよう。

　少子高齢化は大きな問題だが、過去の事例に照

らしてみると、生産性の改善によって、日本はま

だ豊かな国となる余地があり、そうした方向に進

んでいくことを期待したい。
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